第４４回衆議院議員選挙　立候補予定者　各位

障害者福祉施策の推進に関するアンケートのお願い

拝啓

　時下ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。突然のご連絡で失礼致します。

　私たち「障害者の地域生活確立の実現を求める全国大行動実行委員会」は、全国各地の６０４の身体、知的、精神障害、難病といった様々な障害当事者団体で組織され、昨年来、障害種別を超えて地域生活・自立生活を実現できるサービス・法制度を求め活動を続けてきました。

この度、私どもは衆議院議員選挙において、各立候補者の方々が障害者に対してどのような政策をお考えになっておられるのかお尋ねしたく、また、有権者に対して投票を決める参考資料として提供するために、別紙の通り障害者施策の推進に関するアンケートを行うこととなりました。

　皆様方にはお忙しいところ誠に恐縮ですが添付しました資料も参考にして頂いた上でアンケートにお答えいただきたくお願い申し上げる次第です。
　なお、このアンケートにつきましては、本選挙区の全ての候補者にお願いし、その回答を一覧としてとりまとめ、私たちの会員・関係者へ配布致します。

また、一般の有権者にも情報を提供するために、ホームページ上での公開やマスコミ配布を予定しておりますので何卒ご了承下さい。なお、ホームページでの公表は公示日までに行う必要がありますので、お忙しいこととは思いますが８月２４日（水）までにアンケートにご回答いただけますようお願い申し上げます。

敬具

「障害者の地域生活確立の実現を求める全国大行動」実行委員会


【呼びかけ団体】


ＤＰＩ日本会議・全国自立生活センター協議会・全国障害者介護保障協議会


全国公的介護保障要求者組合・ピープルファーストジャパン


全国ピアサポートネットワーク（設立準備会）


【事務局】

全国自立生活センター協議会内
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ＴＥＬ　０４２６－６０－７７４７　　ＦＡＸ　０４２６－６０－７７４６
	○アンケート締切日　　８月２４日（水）

※アンケートの回答及びお問い合わせは、全国自立生活センター協議会
（TEL　0426-60-7747　　FAX　0426-60-7746）までお願い致します。


障害者施策の推進に関するアンケート調査票

Ｑ１．

	厚労省は先の国会で国会に提出され審議未了・廃案となった障害者自立支援法案を次期国会において再提出・成立を目指しています。これに対してどのようにお考えですか。

	A-①
	・速やかに再提出し成立をすべきである。

	A-②
	・法案は問題点も多く、障害当事者との協議の場をもち、抜本的修正をしたうえで再提出する

	A-③
	・現行の支援費制度を精神障害者、難病患者等にも拡充し、発展させていくべきである。


Ｑ２．

	今年度の居宅支援費予算は、障害者自立支援法案が成立することを前提に１８年１月・２月分は国庫負担金（＝義務的経費）として計上されています。法案は廃案となり、再提出しても来年１月からの施行は困難な状況で、２ヶ月分の支援費の国庫補助金（＝裁量的経費）が不足する事態が危惧されていますが、国としてどのように対処すべきとお考えですか。

	A-①
	・法案廃案は国の責任であり、不足分は国が補正予算を組むなど、確実に担保すべきである。

	A-②
	・居宅支援費の額を抑えるように利用制限をすべきである。

	A-③
	・裁量的経費なので市町村が不足額を全額補うべきである。


Ｑ３．

	障害者自立支援法案の審議の中でも日本の障害福祉にかかる予算はOECD諸国に比べ低い水準である事がしめされました。障害福祉施策の拡充には予算拡大が大前提といえます。これについてどのようにお考えですか。

	A-①
	・日本の現行の障害者施策の水準では不十分であり、障害福祉関係予算の拡充は不可欠である。

	A-②
	・障害福祉関係予算は充分な水準とは言えないが、社会保障費全体の中で検討すべきである。

	A-③
	・障害福祉関係予算は制度の運用等で工夫すれば現行の水準で充分である。


Ｑ４．

	先の国会で成立した改正介護保険法では介護保険の被保険者、対象者の拡大（＝障害者施策との統合）について平成１８年度末までに結論を得るよう検討していくとの付帯決議がされましたが、これに対してどのようにお考えですか。

	A-①
	障害者施策は社会保険制度にはなじまないので、税でまかなうべきである。

	A-②
	税で賄うのが本来であるが、税財源の不足から社会保険の活用として介護保険との統合も考えるべきである。

	A-③
	介護保険の被保険者・対象者を引き下げ、障害者施策と統合すべきである。


Ｑ５

	その他、障害者施策に関してご自身のアピールがればご自由にお書き下さい。

	



※ご多忙の中、ご回答いただきありがとうございました。選挙でのご健闘を祈念申し上げます。

アンケート返信先　ＦＡＸ；０４２６－６０－７７４６
「障害者施策の推進に関するアンケート調査　回答用紙」 
お名前　　　　　　　　　　　　　　　　　　記入日　　　月　　日

所属政党　　　　　　　　　　　　　選挙区　　　　　　　　　　　

ホームページ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＜アンケート回答記入欄＞

（Ｑ１～Ｑ４は対応する設問の選択肢番号（例；①）をご記入下さい）
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アンケート返信先　ＦＡＸ；０４２６－６０－７７４６
障害者施策の推進に関するアンケート資料

障害者施策をめぐる状況

　障害者施策はここ数年大きな変動期を迎えています。２００３年４月、これまで行政の権限で保護を目的としたいわゆる措置制度から、利用者が自分に必要なサービスを主体的に選ぶことのできる、利用契約制度による支援費制度が始まり、身体・知的障害者の施設、在宅の多くのサービスがこの制度に移行しました。

　この制度改革により、それまで障害者のホームヘルプを実施していなかった市町村でも実施箇所が増え、これまで制度を利用できなかった多くの人が利用できるようになり、利用量は大幅に伸びました。しかし厚生労働省はこの制度改変をニーズ調査や予算の増額をせずに行ったため、初年度の１５年度、１６年度とも予算不足に陥る事態になりました。これは支援費のうち居宅生活支援費（ホームヘルプなど）の予算が義務的経費（＝国庫負担金）ではなく裁量的経費の補助金であるためで、厚生労働省は省内予算の流用や１６年度は補正予算を組んでこの予算不足に対応しましたが、それでも全額をまかなうことはできず欠損部分は市町村が負担することになったのです。

　この予算不足の問題を受けて厚生労働省は支援費財源の安定的確保の道を探る動きをみせます。その一つめとして１６年１月には介護保険と障害者施策を統合する検討に着手しました。介護保険も給付額が増大し、その対策として被保険者を２０歳まで拡大し制度を安定させるねらいがあり、同時に対象者の拡大つまり障害者の施策も介護保険でまかない、支援費の財政問題も解決していくというものです。しかし、この介護保険拡大＝障害者統合は経済界や障害者団体の反対から見送られることとなり、結果的には今年の介護保険法改正で１８年度末までに検討をする旨の付帯決議がされました。

　財源確保の２つめの道は昨年突如出された障害者施策の改革案「グランドデザイン」です。昨年１０月の社会保障審議会で厚生労働省より提案され、ほぼ原案のまま「障害者自立支援法案」として国会に上程されました。この法案については多くの障害当事者、団体から疑問や懸念が示され慎重な審議を求める声があり、国会の審議の中で多くの問題点が指摘されています（次項資料を参照）。法案は衆議院で可決され参議院に送られましたが、郵政による解散によって審議未了となり廃案となりました。

　法案の審議の中では（表１）の通り、日本の障害者施策にかかる予算が他のOECD諸国に比べて極めて低い水準であるという指摘もされており、どのような施策体系となろうとも障害者施策の予算拡充は不可欠です。また障害者自立支援法案は介護保険制度と極めて類似した制度です。厚生労働省は障害者施策の介護保険統合への地ならしとしてこの法案を提出してという見方もできます。しかし法案への反対や懸念も非常に強いことは、つまり介護保険との統合に不安が強いことの現れでもあります。障害者施策を保険財源でまかなうことが妥当なのか、障害者施策が介護保険のサービスと同様でいいのか財源論以外にも議論はまだ尽くされていません。

表１　政策分野別社会支出の対国内総生産の国際比較（２００１年）

	　
	高齢
	遺族
	障害、業務
災害、疾病
	保健
	家族
	積極的
労働政策
	失業
	住宅
	生活保護
	合計

	日本
	7.85%
	1.21%
	0.66%
	6.25%
	0.60%
	0.29%
	0.46%
	－
	0.16%
	17.47%

	アメリカ
	5.28%
	0.84%
	1.36%
	6.37%
	0.38%
	0.15%
	0.31%
	－
	0.48%
	15.17%

	イギリス
	8.59%
	0.59%
	2.56%
	6.12%
	2.23%
	0.35%
	0.27%
	1.45%
	0.19%
	22.35%

	ドイツ
	11.65%
	0.43%
	3.61%
	8.02%
	1.99%
	1.11%
	1.25%
	0.19%
	0.52%
	28.77%

	フランス
	10.64%
	1.50%
	2.15%
	7.19%
	2.81%
	1.29%
	1.63%
	0.87%
	0.39%
	28.45%

	スウェーデン
	9.21%
	0.62%
	5.76%
	7.43%
	2.92%
	1.36%
	0.96%
	0.64%
	0.62%
	29.50%


障害者自立支援法案の主な問題点

（１）高齢者向けの「要介護認定」を基にしたサービス尺度と市町村審査会－「非定型」（長時間サービス等）の支給決定への個別審査は大きな問題
当法案では、「審査会」が（１）介護保険要介護認定と同様の方法で、障害者の区分を決め、さらに、（２）１人暮らしの最重度全身性障害者などヘルパー制度の長時間利用者の審査・抑制を行うことになっています。
現状でも９８％の市町村では１人暮らしの長時間介護が必要な障害者は必要なサービスが受けられないで死亡者も出る状況です。このような障害者はヘルパー利用者の０．１％しかいません。最重度の障害者に対してこれ以上締め付けをする審査会での審査は導入すべきではありません。海外でも障害ヘルパーにこのような仕組みを設けている国はありません。
また、市町村審査会の委員には、介護保険の審査会がそのままシフトすることを厚生労働省は想定しています。この場合、委員のほとんどが医師・看護師などの医療関係者や学者などの専門家と呼ばれる人となります。多くの医療関係者は病気を治す専門家であっても、障害をもって地域で暮らすということに関しては知識や経験をもっていません。市町村審査会は、本人に会うことも障害者宅を訪問することもなく、書類だけで判断することになります。この仕組みでは、地域で暮らす障害者に適切な支給決定はできません。

（２）義務的経費にも上限がある

当法案では、個別給付は義務的経費化されました。厚生労働省は、「障害程度区分ごとに設定される標準的な費用額に利用者数をかけて計算される金額を上限と」し、「当該上限額を超えた部分は市町村の負担」になると説明しています。これは、長時間介護が必要な重度障害者にとっては死活問題です。市町村にとっては、国庫補助がつかない部分は単費となり、支給が削減されることにつながります。現在でも、入院中や通学での支援費利用は国庫補助がつかないので、すべて市町村の負担となり、数カ所の市町村を除く多くの市町村で、この部分の支援費利用が認められていません。

さらに、厚生労働省の案では、障害程度区分内でしか国からの補助金を使えない仕組みも検討されているようで、人口規模の小さな自治体では特に影響が大きく、国の示す「標準的な費用額」が事実上の上限となってしまいます。

（３）風前のともし火：移動支援事業

「重度訪問介護」「行動援護」以外は、国の事業ではなく、市町村が実施主体である地域生活支援事業での「移動支援（ガイドヘルプ）」になります。地域生活支援事業は裁量的経費なので、予算を超える利用があっても国・都道府県の補助はありません。昨年度は128億、今年度は274億円の居宅介護支援の予算不足が見込まれており、省内予算の流用をしても不足する分はこれまで市町村が負担してきました。これが、支給決定の時間削減や新規サービス利用者の時間抑制をひきおこし、全国各地で問題になっています。地域生活支援事業での移動支援となれば、同じ現象がおきるのは必然といえます。

また、今回の変革では、身体介護付きの移動介護がなくなり、行動援護か移動介護のみになってしまいます。行動援護については、「危険回避ができない行動障害を持つ知的、精神障害者」のみが対象とされており、移動介護を現在利用している知的障害者の内、対象になるのはわずか１割程度とみられています。つまり、それ以外のほとんどの移動介護は、地域生活支援事業の中の移動支援に移ることになります。

移動介護は障害者の地域での自立・社会生活を支える不可欠のサービスであり、個別給付から外れることは極めて大きな問題です。

（４）重度障害者等包括払支援では、サービスが削減される恐れ

ALSなど極めて重度な障害者は、生活上２４時間の介助を必要とします。しかし、それが重度障害者等包括払支援になると、保障されなくなるのではないかと危惧されています。そもそも、重度障害者への長時間介護の保障は本人の責任とされるのではなく、社会がその自立生活を支える仕組みをもっているべきで、それが自立支援法の本来の姿です。私たちは、重度障害をもつ仲間の介護時間が削減されることがないよう求めています。

（５）グループホームの再編は居住権の侵害
重度障害者はケアホーム（共同生活介護）、中軽度障害者はグループホーム（共同生活援助）と障害の程度によって住むところが分類され、「障害程度が異なる」という理由で引越しを強要されるのならば、それは居住権の侵害です。また、グループホームに入居する障害者が個人としてホームヘルプを利用することが認められないなら、グループホームは職員からだけ支援を受ける密室化した入所施設と同じことになってしまいます。

（６）谷間の障害者がどこにも入っていない

日本の人口に占める障害者の割合は2～4％、欧米諸国では20％近くと言われています。日本の障害認定の基準が狭いため、対象者が少なくなっているのです。それによって、本来、社会福祉サービスが必要な人が、サービスを受けられないということが起きています。たとえば、現在の障害認定では、難病の人は状態が変動するという理由で障害者認定がされず、生活上必要な福祉サービスが受けられなのです。難病等の慢性疾患者や高次脳機能障害、てんかん、自閉症等の発達障害者の人たちを対象に含めた総合的な福祉制度の実現は急務です。

（７）生活貧困者にさらなる打撃：定率（応益）負担

定率負担（応益負担）とは、その人の所得に関係なくサービスを利用した分だけ支払う仕組みです。現在議論されている支払い金額の上限は、次のとおりです。

生活保護世帯　　　　　　　負担なし

市町村民税非課税Ⅰ　　１５，０００円／月　（年収８０万円未満）２級年金の人等

市町村民税非課税Ⅱ　　２４，６００円／月　（年収８０～３００万円）１級年金の人等

一般　　　　　　　　　４０，２００円／月　（年収３００万円以上くらい）

現在支給決定を受けている障害者は、18％が生活保護世帯、77％は収入が年金だけの世帯で、所得があって費用を払える人は５％しかいません。このように支援費を使っている障害者の95％は低所得者層です。月に８～11万円程度の年金や手当だけで生活しているので、毎月２万５千円を払ったら生活していけないが、払わなければサービスが受けられないという明らかな矛盾がおきます。

精神障害者の通院公費負担についても、現在の５％負担から１割～３割負担になるといわれています。これは、精神障害者で福祉サービス利用者の42％が生活保護受給者であり、多くの障害者が低所得者層にいるという実情をまったく踏まえていません。所得保障のための施策を実施せずに、負担のみを規定する改革を実施するならば、精神医療を安心して受けることができなくなり、症状を悪化させる危険性があります。12月の社保審・障害者部会では、生活保護への流入を避けるため、減免措置を講じるということが示されています。しかし、減免措置はこの問題に対する根本的な解決にはなりません。
